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研究開発センターについて 
 設置目的 
 
埼玉県立大学は、平成１１年の開学以来、保健医療福祉分野において、資質が高く、地域社会に
貢献できる人材を育成している。平成２７年４月には大学院保健医療福祉学研究科（博士後期課程）
を設置することで教育と研究の基盤が固まる中、研究機能の強化を図るために、平成２８年４月に
研究開発センターを設置した。 
本センターの設置目的は、我が国の保健医療福祉分野の課題に対して、学際的な観点から地域に
根差した研究開発を促進する研究拠点として活動するとともに、広く社会に貢献することを目指す
ものとした。 
 
 
組織 
 
平成２８年度は研究開発センター長の下、研究補助員を配置した上で、学長補佐がセンターで取
り組む研究テーマの設定や研究組織の組成などの支援を、事務局企画担当が事務的なサポートを担
当し、センター運営を開始した。 
また、センターで取り組む研究に対して助言をいただくため、国立社会保障・人口問題研究所社
会保障基礎理論研究部部長の川越雅弘氏をアドバイザーに迎えた。 
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 研究開発センターの方針 
 
研究開発センターはその目的を達成するため、次の方針に基づき活動する。 
 1) 学内の研究能力を高めるとともに、研究に関する相談・支援機能を強化する。 
 2) 外部研究費による大型研究を中心に据えた研究活動を展開する。 
 3) 高い能力をもつ研究者を配置する。 
 
 その上で、平成28年度は、以下に示す２事業を重点取り組みとした。 
 ◆地域包括ケアシステムに関する４つのプロジェクト研究に取り組む。 
 ◆研究開発センター設立をPRするためのシンポジウムを開催する。 
 
 
年間活動実績 
 
平成２８年 ４月  研究開発センター設置 
            〔地域包括ケアシステムに関する４つのプロジェクト開始〕 
研究開発センター会議の開催（以下、毎月１回開催） 
〔センターの運営方針等について幹部役職員と協議〕 
        ６月  埼玉県との意見交換会実施 
            〔県福祉部・保健医療部と政策・研究について意見交換〕 
            川越雅弘氏(国立社会保障・人口問題研究所 社会保障基礎理論研究部部長)を 
アドバイザーに任命 
        ７月  第１回プロジェクトメンバー会議の開催 
            〔４つのプロジェクトメンバーによる協議報告〕 
        ９月  第１回アドバイザー・ミーティングの開催 
            〔川越氏から４つのプロジェクトに対する助言〕 
１０月  第２回プロジェクトメンバー会議の開催 
      〔次年度科研費申請書に対する協議報告〕 
１１月  外部研究費（文部科学省科学研究費）申請 
      〔２つのプロジェクトについて申請〕 
平成２９年 １月  第３回プロジェクトメンバー会議の開催 
〔次年度研究計画書・予算案に対する協議報告〕 
２月  研究開発センター開設記念シンポジウムの開催 
           〔センターのプロジェクト紹介、基調講演、パネルディスカッション〕 
           奨励研究発表会におけるプロジェクト紹介 
           〔奨励研究発表会（学内）において４つのプロジェクトを紹介〕 
       ３月  第２回アドバイザー・ミーティングの開催 
           〔川越氏による次年度研究計画への助言〕 
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 アドバイザー・ミーティング 
 
第１回 
日時 ：平成２８年９月６日（火） ９：３０～１１：３０ 
場所 ：埼玉県立大学 教育研修棟３０５ 
出席者：江利川理事長、三浦学長、萱場副学長、川畑副学長、荒井事務局長、髙栁研究科長
兼研究開発センター長、鈴木(玲)学長補佐、プロジェクトメンバー、事務局 
≪アドバイザー≫ 
川越雅弘氏（国立社会保障・人口問題研究所 社会保障基礎理論研究部 部長） 
内容 ： 
１ 開会挨拶（江利川理事長） 
２ プロジェクト説明及び意見交換 
（各プロジェクト：代表者による説明、意見交換）【ファシリテーター：伊藤（善）教授】 
・プロジェクトＡ【田上教授】 
・プロジェクトＢ【臼倉准教授・常盤准教授】 
・プロジェクトＣ（①②）【伊藤（善）教授】 
３ 総評（川越氏） 
４ 閉会挨拶（髙栁研究開発センター長） 
 
アドバイザーからの総評（抜粋） 
・３つのプロジェクトとも市町村支援が共通軸としてある。市町村は地域包括ケアシステム
の中心メンバーであり、市町村が抱えている事業に対する貢献、事業の運営の仕方、そこ
で関わる専門職の力をつけていくこと、全てからむ話である。 
・国の施策の動きがどうなっているかを押さえて、その動きをにらみつつ、埼玉県でどう具
体化していくのかという視点があればよいと考える。 
・研究という領域と実践という話があり、両方が動かないと機能しない。今まではマニュア
ルやガイドラインを作って市町村に渡しても使いこなせず、使えるように教えることもな
かった。 
・研究で分かったことを実践につなげる部分を支援しないと、せっかくよいものを作っても
使われないということになる。 
・研究者は研究部分に偏りがちなので、実践につなげる部分は不得意だったが、これからは
その部分も担う必要がある。あるいは、動かせる人を入れたチームを作るなど。 
・これからは研究からはみ出して、実践の方に寄っていくことが必要となる。 
・このように、超高齢者が出てくると色々な問題が生じてくる。こうした問題を事例検討会
で整理をしながら、課題の解決方法を探るということが重要。 
・４つのプロジェクトとも、マネジメントと活動への展開を見据えた研究としていただきた
い。 
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 第２回 
日時 ：平成２９年３月２３日（木） １５：００～１７：００ 
場所 ：埼玉県立大学 教育研修棟３０５ 
出席者：江利川理事長、三浦学長、萱場副学長、川畑副学長、荒井事務局長、髙栁研究科長
兼研究開発センター長、鈴木(玲)学長補佐、プロジェクトメンバー、事務局 
≪アドバイザー≫ 
川越雅弘氏（国立社会保障・人口問題研究所 社会保障基礎理論研究部 部長） 
内容 ： 
１ 開会挨拶（江利川理事長） 
２ プロジェクト説明及び意見交換 
（各プロジェクト：代表者による説明、意見交換） 
【ファシリテーター：鈴木(玲)学長補佐】 
・プロジェクトＡ【田上教授】 
・プロジェクトＢ【臼倉准教授】 
・プロジェクトＣ（①）【佐藤准教授】 
・プロジェクトＣ（②）【伊藤（善）教授】 
３ 総評（川越氏） 
４ 閉会挨拶（髙栁研究開発センター長） 
 
アドバイザーからの総評（抜粋） 
・Ａ、Ｂプロジェクトについて、看取りとデイサービスに共通するものとして、利用者の意
向の把握と意思決定支援がポイントになる。 
・本人が何をしたいのか、どう看取られたいのかという本人の意向を把握しておかないとき
ちんと評価することができない。 
・本人の意思、意向を把握することは難しいが、ここを押さえることは非常に重要である。
その上で、専門職が側面支援をしていくべきである。 
・Ｃプロジェクトについては、多職種連携の側面の話が多いが、相互機能の理解と強み・弱
みの理解が弱い。相手の強みが分かると連携が取りやすくなるので、職種ごとの強みを出
していくことが重要である。 
・一つの事例について、それぞれがアセスメントして課題や問題点を挙げて話し合うと、全
く異なる関心領域を持っていることが分かる。 
・それらの特徴を把握し全部まとめあげると、６つのＩＣＦ全体の質を上げることができる
ので、多職種連携の意義が出てくる。 
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